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１ 職員の任命及び職員数に関する状況 

 

（１）職員数について 

 平成２６年４月１日 平成２７年４月１日 増減数 

市長部局（病院を除く） １，７３８人 １，７２５人 △１３人 

市 立 病 院 ５６人 ５７人   １人 

上下水道局 ２３６人 ２３５人 △ １人 

ボートレース企業局 １８人 １７人 △ １人 

議会事務局 １６人 １６人   ０人 

選挙管理委員会事務局 ６人 ７人  １人 

監査委員事務局 ９人 ９人   ０人 

農業委員会事務局 １１人 １０人 △ １人 

教育委員会 ３５８人 ３４４人 △１４人 

消 防 局 ３２２人 ３２２人 ０人 

合   計 ２，７７０人 ２，７４２人 △２８人 

平成２６年４月２日～平成２７年３月３１日までの退職者   １５７人 

（うち早期退職募集制度による退職者   ６人） 

平成２６年４月２日～平成２７年３月３１日までの採用者     ５人 

平成２７年４月１日採用者                 １２４人 

※職員数は、指導主事及びフルタイム再任用職員を含み、再任用短時間職員を除く。 

 

 

（２）平成２６年度採用試験実施状況について 

区 分 職 種 受験者数 採用者数 

上 級 

行 政 ２９１人 １５人 

土 木 １３人 ０人 

建 築 ５人 １人 

機 械 ９人 １人 

電 気 １１人 ２人 

化 学 １７人 ０人 

水 産 １８人 １人 

造 園 ２人 １人 

衛 生 ７人 １人 

消 防 ３８人 ３人 
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区 分 職 種 受験者数 採用者数 

初 級 

行 政 ８４人 ５人 

土 木 １１人 ５人 

建 築 ３人 １人 

機 械 ６人 ３人 

電 気 ８人 １人 

造 園 １人 １人 

消 防 ７６人 ７人 

身障者 行 政 ７人 １人 

専門職 

学芸員 ４７人 ４人 

獣医師 ３人 ２人 

精神保健福祉相談員 ３人 ２人 

社会福祉士 ８人 ２人 

保健師 １７人 ２人 

介護支援専門員 ６人 ２人 

幼稚園教諭 保育士 ２３人 ４人 

機関長 １人 １人 

環境整備員 ４３人 ２人 

看護師 １人 １人 

合 計  ７５９人 ７１人 
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２－１ 職員の給与の状況（一般行政職等） 

 

（１）人件費の状況（平成２６年度普通会計決算） 

平成 27年 1月 1日 

住民基本台帳人口 

歳出額 

（Ａ） 
実質収支 

人件費 

（Ｂ） 

人件費率 

(Ｂ／Ａ) 

275,242人 123,331,861千円 2,742,232千円 21,620,599千円 17.5％ 

※人件費には事業費支弁に係る職員分も含む 

参考  平成２５年度人件費率   16.7％ 

 

（２）職員給与費の状況（平成２６年度普通会計決算） 

職員数

（Ａ） 

給 与 費 1人当たり

給与費 

（Ｂ／Ａ） 
給 料 職員手当 期末・勤勉手当 合計（Ｂ） 

2,305人 8,869,571千円 1,948,037千円 3,282,916千円 14,100,524千円 6,117千円 

※職員手当には退職手当を除く。給与費には事業費支弁に係る職員分も含む 

※職員数は、平成２６年４月１日現在の人数 

 

（３）職員の平均給料月額と平均年齢の状況（平成２７年４月１日現在） 

区 分 平均給与月額 平均給料月額 平均年齢 

一般行政職 364,365円 334,900円 42.3歳 

技能労務職 361,395円 346,100円 52.0歳 

 

（４）職員の初任給の状況（平成２７年４月１日現在） 

区  分 下関市 山口県 国 

一般行政職 
大学卒 180,800円 184,300円 

総合職（大卒）181,200円 

一般職（大卒）174,200円 

高校卒 146,500円 149,500円 142,100円 

 

（５）一般行政職の級別職員数の状況（平成２７年４月１日現在） 

区  分 １ 級 ２ 級 ３ 級 ４ 級 ５ 級 

標準的な 

職務内容 
主事・技師 

主任・主任主

事・主任技師 
課長補佐・主査 

職 員 数 66人 121人 196人 710人 75人 

構 成 比 4.8% 8.8% 14.3% 51.7% 5.5% 

区  分 ６ 級 ７ 級 ８ 級 ９ 級 

合 計 標準的な 

職務内容 
課長・主幹 部次長・参事 部長・局長 

職 員 数 109人 67人 29人 1人 1,374人 

構 成 比 7.9% 4.9% 2.1% 0.1% 100.0% 

※標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職名 
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（６）一般行政職の経験年数別・学歴別平均給料月額（平成２７年４月１日現在） 

区  分 経験年数１０年 経験年数１５年 経験年数２０年 

大学卒 263,127円 318,768円 364,181円 

高校卒 220,100円 272,525円 328,391円 

 

 

（７）特別職の報酬等の状況（平成２７年４月１日現在） 

区  分 給料月額 期末手当 

市  長 1,060,000円 6月期 1.975月 

副市長 860,000円 12月期 2.125月 

  合   計 4.10月 

議  長 655,000円 6月期 1.225月 

副議長 590,000円 12月期 1.375月 

議  員 545,000円 合   計 2.60月 

 

 

（８）職員手当について（平成２７年４月１日現在）  

区  分 下 関 市 国 

期  末・ 

勤勉手当 

区  分 期末手当 勤勉手当 期末手当 勤勉手当 

6月期 1.225月 0.75月 同 左 同 左 

12月期 1.375月 0.75月 同 左 同 左 

合   計 2.60月 1.50月 同 左 同 左 

職制上の段階、職務の等級による加算措置あり 同 左 

退職手当 

区  分 自己都合 定年・応募 自己都合 定年・応募 

最高限度額 49.59月 49.59月 同 左 

勤続 20年 20.445月 25.55625月 同 左 

勤続 25年 29.145月 34.5825月 同 左 

勤続 35年 41.325月 49.59月 同 左 

扶養手当 

配    偶    者 13,000円 同 左 

配偶者以外の 1人目 
6,500円又は 

11,000円 
同 左 

扶養の 2人目以降 6,500円 同 左 

満 16歳から 22歳までの子の加算 5,000円 同 左 

通勤手当 

通 勤 の 区 分 最 高 限 度 額 

交通機関利用者 55,000円 同 左 

交通用具利用者 

(交通用具・距離区分により決定) 

2,000円～ 

47,300円 

2,000円～ 

31,600円 
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住居手当 

持ち家 3,000円 － 

借 家 

家賃 23,000円以下 

家賃－12,000円 

(家賃 13,000円未

満は 1,000円支給) 

家賃－12,000円 

家賃 23,000円を超え 

55,000円以下 

(家賃－23,000円）

×1/2＋11,000円 
同 左 

家賃 55,000円を超える

もの 
27,000円 同 左 

地域手当 

東 京 事 務 所 18％ 同 左 

医療職給料表（一） 15％ 同 左 

豊田中央病院長 40％ 該当なし 

豊田中央病院医師 30％ 該当なし 

特殊勤務

手当 

職員全体に占める手当支給職員の

割合（平成 26年度） 
36.7％ 

 

支給対象職員 1人当たり平均支給

月額（平成 26年度） 
12,796円 

手  当  の  種  類 41種類 

時間外勤

務手当 

支  給  総  額（平成 26年度） 660,308千円 

職員 1人当たり支給年額 

（平成 26年度） 
318,374円 
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２―２ 職員の給与の状況（上下水道局職員） 

 

（１） 人件費の状況 

（平成２６年度水道事業会計、工業用水道事業会計、公共下水道事業会計決算） 

平成 27年 1月 1日 

住民基本台帳人口 

歳出額 

（Ａ） 

実質収支 人件費 

（Ｂ） 

人件費率 

(Ｂ／Ａ) 

275,242人 25,725,728千円 － 1,857,002千円 7.2％ 

※上下水道事業管理者含む。 

 

参考 （水道事業会計、工業用水道事業会計、公共下水道事業会計） 

平成 25年度人件費率   8.0％ 

 

（２）職員給与費の状況 

（平成２６年度水道事業会計、工業用水道事業会計、公共下水道事業会計決算） 

職員数

（Ａ） 

給 与 費 1人当たり

給与費 

（Ｂ／Ａ） 

給 料 職員手当 期末・勤勉手当 合計（Ｂ） 

234人 897,651千円 167,835千円 335,561千円 1,401,047千円 5,987千円 

※職員手当は退職手当を除く。 

※上下水道事業管理者除く。 

 

（３）職員の平均給料月額と平均年齢の状況（平成２７年４月１日現在） 

区 分 平均給与月額 平均給料月額 平均年齢 

企業職 347,032円 322,581円 40.7歳 

企業職(技能労務職) ※ ※ ※ 

※ 職員数が３名以下の場合は、個人情報保護の観点から、平均給与月額、平均給料月額

及び平均年齢を（※）としている。 

 

 

（４）企業職の初任給の状況（平成２７年４月１日現在） 

区 分 上下水道局 県 国 

大学卒 180,800円 184,300円 
総合職（大卒）181,200円 

一般職（大卒）174,200円 

高校卒 146,500円 149,500円 142,100円 
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（５）企業職の級別職員数の状況（平成２７年４月１日現在） 

区  分 １ 級 ２ 級 ３ 級 ４ 級 5 級 

標準的な 

職務内容 
主事・技師 

主任・主任主

事・主任技師 

課長補佐・センター長補

佐・所長補佐・主査 

職 員 数 23人 18人 31人 136人 7人 

構 成 比 9.8% 7.6% 13.2% 57.9% 3.0% 

区  分 ６ 級 ７ 級 ８ 級 ９ 級  

合 計 標準的な 

職務内容 

課長・センタ

ー長・所長・

副所長・主幹 

副局長・参事 理事・技監 

職 員 数 16人 3人 1人 0人 235人 

構 成 比 6.8% 1.3% 0.4% 0.0% 100.0% 

※ 標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職名です。 

 

（６）特別職の報酬等の状況（平成２７年４月１日現在） 

区  分 給料月額 期末手当 

上下水道事業

管理者 

 

725,000円 

 6月期 1.975月 

12月期 2.125月 

合   計 4.1月 

 

 

 

（７）職員手当について（平成２７年４月１日現在） 

区  分  上 下 水 道 局 国 

期  末・ 

勤勉手当 

区  分 期末手当 勤勉手当 期末手当 勤勉手当 

 6月期 1.225月 0.75月 同 左 同 左 

12月期 1.375月 0.75月 同 左 同 左 

合   計 2.60月 1.5月 同 左 同 左 

職制上の段階、職務の等級による加算措置あり 同 左 

退職手当 

区  分 自己都合 定年・応募 自己都合 定年・応募 

最高限度額 49.59月   49.59月  同 左 

勤続 20年 20.445月   25.55625月  同 左 

勤続 25年 29.145月   34.5825月  同 左 

勤続 35年 41.325月   49.59月  同 左 

扶養手当 

配    偶    者 13,000円 同 左 

配偶者以外の 1人目 
6,500円又は 

11,000円 
同 左 

扶養の 2人目以降  6,500円 同 左 

満 16歳から 22歳までの子の加算  5,000円 同 左 

通勤手当 

通 勤 の 区 分 最 高 限 度 額 

交通機関利用者 55,000円 同 左 

交通用具利用者 

(交通用具・距離区分により決定) 

2,000円～ 

43,300円 

2,000円～ 

31,600円 
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住居手当 

持ち家 3,000円 － 

 

 

借 

家 

 

家賃 23,000円以下 

家賃－12,000円（ 

家賃 13,000円未満

は 1,000円）を支給 

家賃－12,000円 

家賃 23,000円を超え 

55,000円以下 

(家賃－23,000円）

×1/2＋11,000円 
同 左 

家賃 55,000円を超えるもの 27,000円 同 左 

特殊勤務

手当 

職員全体に占める手当支給職員の

割合（平成 26年度） 
31.6％ 

 

支給対象職員 1人当たり平均支給月

額（平成 26年度） 
4,188円 

手  当  の  種  類 6種類 

時間外勤

務手当 

支  給  総  額（平成 26年度） 41,320千円 

職員 1人当たり支給年額 

（平成 26年度） 
192,185円 
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２―３ 職員の給与の状況（ボートレース企業局職員） 

 

（１） 人件費の状況 

（平成２６年度競艇事業会計決算） 

平成 27年 1月 1日 

住民基本台帳人口 

歳出額 

（Ａ） 

実質収支 人件費 

（Ｂ） 

人件費率 

(Ｂ／Ａ) 

275,242人 29,055,895千円 － 332,183千円 1.1％ 

※競艇事業管理者含む。 

 

（２）職員給与費の状況（平成２６年度競艇事業会計決算） 

職員数

（Ａ） 

給 与 費 1人当たり

給与費 

（Ｂ／Ａ） 

給 料 職員手当 期末・勤勉手当 合計（Ｂ） 

18人 71,573千円 21,553千円 17,954千円 111,080千円 6,171千円 

※職員手当は退職手当を除く。 

※競艇事業管理者除く。 

 

（３）職員の平均給料月額と平均年齢の状況（平成２７年４月１日現在） 

区 分 平均給与月額 平均給料月額 平均年齢 

企業職 344,970円 321,158円 39.4歳 

企業職(技能労務職) ※ ※ ※ 

※ 職員数が３名以下の場合は、個人情報保護の観点から、平均給与月額、平均給料月額

及び平均年齢を（※）としている。 

 

（４）企業職の初任給の状況（平成２７年４月１日現在） 

区 分 ボートレース企業局 県 国 

大学卒 180,800円 184,300円 
総合職（大卒）181,200円 

一般職（大卒）174,200円 

高校卒 146,500円 149,500円 142,100円 

 

（５）企業職の級別職員数の状況（平成２７年４月１日現在） 

区  分 １ 級 ２ 級 ３ 級 ４ 級 5 級 

標準的な 

職務内容 
主事・技師 

主任・主任主

事・主任技師 

課長補佐・主査・ 

ボート整備長 

職 員 数 2人 1人 2人 10人 2人 

構 成 比 11.1% 5.6% 11.1% 55.5% 11.1% 

区  分 ６ 級 ７ 級 ８ 級 ９ 級  

合 計 標準的な 

職務内容 
課長・主幹 局次長 理事 

職 員 数 0人 1人 0人 0人 18人 

構 成 比 0.0% 5.6% 0.0% 0.0% 100.0% 

※ 標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職名です。 
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（６）特別職の報酬等の状況（平成２７年４月１日現在） 

区  分 給料月額 期末手当 

ボートレース

事業管理者 

 

725,000円 

 6月期 1.975月 

12月期 2.125月 

合   計 4.1月 

 

（７）職員手当について（平成２７年４月１日現在） 

区  分  ボートレース企業局 国 

期  末・ 

勤勉手当 

区  分 期末手当 勤勉手当 期末手当 勤勉手当 

 6月期 1.225月 0.75月 同 左 同 左 

12月期 1.375月 0.75月 同 左 同 左 

合   計 2.60月 1.5月 同 左 同 左 

職制上の段階、職務の等級による加算措置あり 同 左 

退職手当 

区  分 自己都合 定年・応募 自己都合 定年・応募 

最高限度額 49.59月   49.59月  同 左 

勤続 20年 20.445月   25.55625月  同 左 

勤続 25年 29.145月   34.5825月  同 左 

勤続 35年 41.325月   49.59月  同 左 

扶養手当 

配    偶    者 13,000円 同 左 

配偶者以外の 1人目 
6,500円又は 

11,000円 
同 左 

扶養の 2人目以降  6,500円 同 左 

満 16歳から 22歳までの子の加算  5,000円 同 左 

通勤手当 

通 勤 の 区 分 最 高 限 度 額 

交通機関利用者 55,000円 同 左 

交通用具利用者 

(交通用具・距離区分により決定) 

2,000円～ 

47,300円 

2,000円～ 

31,600円 

住居手当 

持ち家 3,000円 － 

 

 

借 

家 

 

家賃 23,000円以下 

家賃－12,000円（ 

家賃 13,000円未満

は 1,000円）を支給 

家賃－12,000円 

家賃 23,000円を超え 

55,000円以下 

(家賃－23,000円）

×1/2＋11,000円 
同 左 

家賃 55,000円を超えるもの 27,000円 同 左 

特殊勤務

手当 

職員全体に占める手当支給職員の

割合（平成 26年度） 
100.0％ 

 

支給対象職員 1人当たり平均支給月

額（平成 26年度） 
2,032円 

手  当  の  種  類 1種類 

時間外勤

務手当 

支  給  総  額（平成 26年度） 11,598千円 

職員 1人当たり支給年額 

（平成 26年度） 
682,256円 
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３ 職員の勤務時間その他の勤務条件の状況 

 

（１）勤務時間等の状況（平成２７年４月１日現在） 

 勤務時間 休憩時間 

 

本庁・支所等 

 

 

8：30～17：15 

 

 

12：00～13：00 

 

※職場・職種によって上記と異なります。 

 

（２）休暇等の状況（平成２６年度） 

種 類 概  要 取得状況 

年次有給休暇 

暦年により２０日を付与。２０日を超えない

範囲内の残日数を翌年に繰り越すことができ

る。 

一般行政職の平均 

（平成２６年） 

１０.０日 

介護休暇 

介護を最低２週間以上必要とし、一の継続す

る状態ごとに連続する６月の期間内、取得す

ることができる。（無給休暇） 

０人 

育児休業 
子が３歳に達するまでの期間、取得すること

ができる（無給休職） 
３１人 

※上記以外に、療養休暇及び特別休暇があります。 

 

 

 

４ 職員の分限及び懲戒処分の状況 

 

（１）分限処分の状況（平成２６年度） 

降任 降給 休職 免職 合計 

０件 ０件 ９３件 ０件 ９３件 

 分限処分とは、職員が一定の事由によりその職務を十分に果たすことができない場合等、

本人の意に反してその身分に不利益な変動をもたらす処分のことです。 

 処分は、降任・降給・休職・免職の４種類です。 

 

（２）懲戒処分の状況（平成２６年度） 

戒告 減給 停職 免職 合計 

５件 ０件 ０件 １件 ６件 

 懲戒処分とは、職員が職務上の道義的違反等、公務員としてふさわしくない非行がある

場合に、道義的責任を問うことにより公務における規律と秩序を維持することを目的と

する処分のことです。 

 処分は、戒告・減給・停職・免職の４種類です。 

 



 13 

５ 職員の服務の状況 

 

（１）争議行為の状況について（平成２６年度） 

    該当なし 

 

（２）営利企業等の従事許可の状況について（平成２６年度） 

申請件数 許可件数 主な内容 

１９件 １９件 

・会社その他の団体の役員の地位を兼ねる 

・報酬を得て事業若しくは事務に従事 

・自ら営利企業を営む（不動産又は駐車場の賃貸） 

 ※複数の職員が同一内容で申請した場合、1件の報告としています。 

  

 

 

６ 職員の研修及び勤務成績の評定の状況 

 

（１）研修状況について（平成２６年度） 

研修区分 受講研修数 受講者数 主な内容 

階層別研修 

一般研修 １２ 495人 
新規採用職員研修、若手職員研

修、中堅職員研修 

監督者研修 ６ 1,759人 

課長研修、課長補佐研修、係長研

修、人事評価者研修、管理監督者

研修 

特 別 研 修 １７ 700人 

簿記研修、OA 研修、新人育成研

修、コンプライアンス研修、接遇

研修、危機管理研修等 

派 遣 研 修 207人 

自治大学校研修、海外派遣、 

市町村職員中央研修所等研修、 

山口県ひとづくり財団研修、 

水道基礎講座、 

水道技術セミナー 等 

 

（２）勤務成績の評定について 

評定名 実施日 対 象 者 

定期評定 平成２７年３月１日 
条件附採用職員・医師を除く全職員を対

象に実施 

特別評定 採用から５箇月経過後 条件附採用期間中の職員を対象に実施 
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７ 職員の福祉及び利益の保護の状況 

 

（１）公務災害等の状況（平成２６年度） 

公 務 災 害 通 勤 災 害 

認 定 状 況 認 定 状 況 

公 務 上 公 務 外 該  当 非 該 当 

２２件 ２件 ３件 ０件 

 

（２）職員互助会の主な事業について 

事 業 名 主 な 内 容 

給 付 事 業 
職員の退職・疾病・負傷・その他冠婚葬祭に関し、

各給付を行う 

人間ドック利用助成事業 
職員が人間ドックを受検した場合に、その経費の一

部を助成する 

定年退職等記念品支給事業 定年退職等に対し、記念品を支給する 

文化・体育部助成事業 職員が組織する文化・体育部の活動費を助成する 

職員親睦体育大会の開催事業 
トリムバレー・ソフトボール・ボウリング競技の開

催を行う 

購買・斡旋事業 売店の経営、指定店事業、物品購入斡旋等を行う 

団体保険の取扱い 各種保険料の給料引去を行う 

 

（３）公平委員会の業務の状況（平成２６年度） 

項 目 内 容 

勤務条件に関する

措置要求 

要求件数 
調査・審査結果 

取り下げ 打ち切り 勧 告 

０件 ０件 ０件 ０件 

不利益処分に関す

る不服申立 

申立件数 
調査・審査結果 

結審済み 審理中 中 断 

０件 ０件 ０件 ０件 

 

 

※ ２－２、２－３ 職員の給与の状況（上下水道局職員及び競艇企業局職員）以外は、上下水

道局職員及び競艇企業局職員を含めた数字で記載しています。 


